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政
府
の
地
方
分
権
改
革
推
進
委

員
会
（
委
員
長
�
丹
羽
宇
一
郎
・

伊
藤
忠
商
事
会
長
）
は
８
月
２５

日
、
全
国
知
事
会
、
全
国
市
長
会
、

全
国
町
村
会
の
代
表
を
招
き
、
今

後
の
地
方
分
権
に
向
け
た
意
見
聴

取
を
行
っ
た
。
同
委
員
会
は
聴
取

し
た
意
見
を
踏
ま
え
な
が
ら
、
今

秋
に
予
定
さ
れ
て
い
る
第
３
次
勧

告
の
取
り
ま
と
め
を
急
ぐ
。

全
国
知
事
会
の
麻
生
会
長
は

「
（
今
回
の
総
選
挙
で
）
地
方
分

権
が
自
民
・
民
主
両
党
の
マ
ニ
フ

ェ
ス
ト
あ
る
い
は
今
後
の
政
策
の

焦
点
と
な
っ
た
」
「
選
挙
が
終
わ

り
新
政
権
発
足
の
際
に
は
、
具
体

的
な
分
権
が
進
む
よ
う
活
発
な
活

動
を
し
て
も
ら
い
た
い
」
と
述

べ
、
仮
に
政
権
交
代
が
あ
っ
て

も
、
地
方
分
権
改
革
の
推
進
に
支

障
が
な
い
と
の
認
識
を
示
し
た
。

続
け
て
麻
生
会
長
は
、
国
と
地

方
の
税
源
配
分
を
「
５
対
５
」
と

す
る
こ
と
の
重
要
性
を
訴
え
た
。

こ
の
発
言
は
「
支
出
面
」
で
の
国

対
地
方
の
割
合
が
「
６
対
４
」
で

あ
る
こ
と
に
対
し
、

「
歳
入
面
」
で
の
国

と
地
方
の
割
合
が

「
４
対
６
」
と
な
っ

て
い
る
現
状
を
念
頭

に
置
い
た
も
の
。
地
方
側
が
歳
出

と
歳
入
の
ギ
ャ
ッ
プ
で
あ
る

「
２
」
を
国
か
ら
得
る
た
め
に
、

国
か
ら
様
々
な
制
約
を
受
け
て
い

る
問
題
点
に
つ
い
て
、
改
め
て
強

調
し
た
か
っ
た
た
め
の
発
言
だ
。

地
方
自
治
体
が
「
義
務
付
け
・

枠
付
け
」
で
国
か
ら
必
要
以
上
に

縛
ら
れ
よ
う
と
も
、
「
ひ
も
付
き

補
助
金
」
な
ど
と
揶
揄
さ
れ
る
国

の
各
種
補
助
金
に
頼
る
の
は
、
歳

入
と
歳
出
の
ギ
ャ
ッ
プ
を
埋
め
る

た
め
。
自
治
体
側
の
歳
入
が
歳
出

と
釣
り
合
っ
て
い
れ
ば
、全
国
一

律
的
な
「
義
務
付
け
・
枠
付
け
」

に
縛
ら
れ
ず
、
地
域
の
実
情
に
合

わ
せ
た
歳
出
が
可
能
と
な
る
。
し

か
し
、
国
対
地
方
の
歳
入
割
合
を

い
き
な
り「
４
対
６
」へ
移
行
す
る

に
は
国
の
抵
抗
が
大
き
す
ぎ
る
。

よ
っ
て
段
階
的
な
歳
入
引
き
上
げ

を
念
頭
に「
５
対
５
」へ
の
移
行
を

麻
生
会
長
は
求
め
た
。

な
お
分
権
委
で
は
、
仮
に
総
選

挙
で
政
権
が
交
代
し
よ
う
と
も
、

粛
々
と
第
３
次
勧
告
に
向
け
、
作

業
を
進
め
て
い
く
姿
勢
を
貫
く
構

え
。丹
羽
委
員
長
は「
政
局
で
自

民
党
、
民
主
党
の
考
え
に
合
わ
せ

て
議
論
し
て
い
な
い
」「（
地
方
の

自
由
を
目
指
し
て
き
た
）
今
ま
で

の
方
針
ど
お
り
、
議
論
を
整
理
し

て
い
き
た
い
」と
発
言
し
て
い
る
。

８
月
３０
日
に
実
施
さ
れ
た
第
４５

回
衆
院
選
は
、
民
主
党
が
３
０
０

を
超
え
る
議
席
数
を
獲
得
し
圧
勝

し
た
。
こ
れ
ま
で
政
権
与
党
を
担

っ
て
き
た
自
民
・
公
明
両
党
は
、

大
幅
に
議
席
を
減
ら
し
惨
敗
。
民

主
党
を
中
心
と
し
た
新
政
権
の
誕

生
が
確
実
と
な
っ
た
。
衆
議
院
の

議
員
定
数
は
４
８
０
人
。

総
選
挙
で
の
圧
倒
的
勝
利
を
受

け
、鳩
山
由
紀
夫
・
民
主
党
代
表
は

３１
日
、
９
月
中
旬
の
召
集
が
濃
厚

な
特
別
国
会
に
照
準
を
合
わ
せ
、

政
権
移
行
の
準
備
に
着
手
し
た
。

総
選
挙
の
大
勢
が
決
し
、
民
主

党
の
圧
倒
的
勝
利
を
収
め
た
鳩
山

代
表
は
３０
日
、
「
国
民
の
さ
ら
な

る
勝
利
に
向
け
て
」
と
題
す
る
声

明
を
発
表
。
選
挙
結
果
を
「
歴
史

的
な
出
来
事
」
と
賞
す
る
一
方
、

「
数
に
奢
る
こ
と
な
く
国
民
の
皆

さ
ん
か
ら
い
た
だ
い
た
議
席
の
意

味
を
深
く
か
み
し
め
た
い
」
と
気

を
引
き
締
め
て
い
る
。
鳩
山
代
表

の
言
葉
か
ら
は
、
こ
れ
か
ら
が

「
ま
さ
に
正
念
場
」
と
捉
え
る
覚

悟
が
色
濃
く
滲
む
。

民
主
党
は
こ
れ
ま
で
「
地
方
分

権
」
を
重
視
す
る
姿
勢
を
再
三
、

強
調
し
て
き
た
。
７
月
２３
日
に
同

党
が
発
行
し
た
「
民
主
党
政
策
集

Ｉ
Ｎ
Ｄ
Ｅ
Ｘ
２
０
０
９
」
の
う
ち

「
分
権
改
革
」
の
項
に
目
を
落
と

す
と
▽
法
令
や
省
令
に
よ
る
義
務

付
け
・
枠
付
け
等
の
見
直
し
▽
新

た
な
地
方
財
政
調
整
・
財
源
保
障

制
度
の
創
設
▽
国
と
地
方
の
協
議

の
制
度
化
―
―
な
ど
、
地
方
側
に

と
っ
て
魅
力
あ
る
文
言
が
並
ぶ
。

「
税
制
」
の
項
で
は
、
従
来
の

与
党
税
制
調
査
会
に
代
わ
り
、
財

務
相
の
も
と
に
衆
参
両
院
議
員
を

メ
ン
バ
ー
と
す
る
新
た
な
政
府
税

調
を
設
置
。
地
方
税
に
つ
い
て
は

政
府
税
調
と
と
も
に
、
地
方
六
団

体
も
協
議
に
加
わ
る
こ
と
が
掲
げ

ら
れ
て
い
る
。

し
か
し
理
念
だ
け
が
先
行
し
、

具
体
的
な
青
写
真
は
描
き
切
れ
て

い
な
い
感
が
強
い
。
民
主
党
は
マ

ニ
フ
ェ
ス
ト
に
掲
げ
た
政
策
の
実

現
に
向
け
、
具
体
的
工
程
を
速
や

か
に
明
ら
か
と
す
べ
き
で
あ
ろ

う
。
地
方
分
権
改
革
の
推
進
に
向

け
、
同
党
の
今
後
の
政
治
手
腕
に

期
待
し
た
い
。

気気
仙仙
沼沼
市市
がが
編編
入入
合合
併併

宮
城
県
気
仙
沼
市
は
９
月
１

日
、
本
吉
町
を
編
入
合
併
し
、
人

口
７
万
５
４
５
６
人
、
面
積
３
３

３
・
３７
平
方
�
、
議
員
定
数
４２
人

（
在
任
特
例
）と
な
っ
た
。

９月５日現在の市数
８０６市

うち
指定都市 １８市
中核市 ４１市
特例市 ４１市
一般市 ６８３市
特別区 ２３区

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1735号９月５日平成21年
（2009年）

地地
方方
のの
代代
表表
かか
らら
意意
見見
聴聴
取取

政
府
の
地
方
分
権
改
革
推
進
委
員
会

民主が総選挙圧勝

政政権権交交代代へへ
今後の地方分権改革

（１） 平成２１年９月５日 第１７３５号
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１１
��
地地
方方
分分
権権
改改
革革

◇
こ
れ
ま
で
の
流
れ

第
１
次
地
方
分
権
改
革
で
は
、

機
関
委
任
事
務
の
廃
止
な
ど
に
よ

っ
て
国
と
地
方
の
役
割
分
担
の
明

確
化
が
図
ら
れ
た
。

現
在
進
め
ら
れ
て
い
る
第
２
次

地
方
分
権
改
革
は
、
国
と
地
方
の

税
財
源
の
あ
り
方
、
国
が
法
令
等

に
よ
っ
て
地
方
を
縛
る
義
務
付
け

・
枠
付
け
な
ど
、
第
１
次
分
権
改

革
の
残
さ
れ
た
課
題
に
対
処
す
る

も
の
で
あ
る
。

平
成
１８
年
１２
月
に
成
立
し
た
地

方
分
権
改
革
推
進
法
は
▽
内
閣
府

に
地
方
分
権
改
革
推
進
委
員
会
を

設
置
し
て
国
と
地
方
の
役
割
分
担

の
見
直
し
や
地
方
税
財
政
制
度
に

つ
い
て
政
府
に
勧
告
す
る
▽
政
府

は
そ
の
勧
告
を
基
に
地
方
分
権
改

革
推
進
計
画
を
作
成
す
る
こ
と
―

―
な
ど
が
規
定
さ
れ
て
い
る
。
３

年
間
の
時
限
立
法
で
今
年
度
末
が

期
限
と
な
る
こ
と
か
ら
、
分
権
改

革
推
進
計
画
を
年
内
に
策
定
し
、

新
分
権
一
括
法
を
今
年
度
中
に
提

出
す
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。

地
方
分
権
改
革
推
進
委
員
会
は

こ
れ
ま
で
、
２０
年
５
月
に
第
１
次

勧
告
、
１２
月
に
第
２
次
勧
告
を
行

い
、
２１
年
６
月
に
は
第
３
次
勧
告

に
向
け
た
中
間
報
告
を
ま
と
め
て

お
り
、
こ
の
秋
に
も
第
３
次
勧
告

を
行
う
予
定
で
あ
る
。

◇
第
１
次
勧
告

「
重
点
行
政
分
野
の
抜
本
的
見

直
し
」
と
し
て
、
地
方
自
治
体
の

行
う
行
政
分
野
を
「
く
ら
し
づ
く

り
」
と
「
ま
ち
づ
く
り
」
に
二
分

し
、
そ
れ
ぞ
れ
の
個
別
の
重
要
課

題
に
つ
い
て
見
直
し
の
方
向
性
を

示
し
て
い
る
。
ま
た
、
「
基
礎
自

治
体
へ
の
権
限
移
譲
と
自
由
度
の

拡
大
」
と
し
て
、
都
道
府
県
か
ら

基
礎
自
治
体
で
あ
る
市
町
村
に
権

限
を
移
す
こ
と
と
し
て
い
る
。

◇
第
２
次
勧
告

「
義
務
付
け
・
枠
付
け
の
見
直

し
」
と
し
て
、
自
治
事
務
の
う
ち

で
国
が
法
令
に
よ
っ
て
義
務
付
け

・
枠
付
け
を
し
、
条
例
で
自
主
的

に
定
め
る
余
地
を
認
め
て
い
な
い

も
の
（
約
１
万
条
項
）
ひ
と
つ
ひ

と
つ
を
検
証
。
「
義
務
付
け
・
枠

付
け
」
と
し
て
残
す
こ
と
を
許
容

す
る
メ
ル
ク
マ
ー
ル
（
判
断
基

準
）
を
設
定
し
、
こ
れ
に
該
当
し

な
い
も
の
は
廃
止
や
条
例
に
よ
る

上
書
き
を
容
認
す
る
よ
う
求
め
て

い
る
。

「
国
の
出
先
機
関
の
見
直
し
」

で
は
、
国
と
地
方
の
役
割
分
担
を

見
直
し
、
二
重
行
政
の
弊
害
を
徹

底
排
除
す
る
と
い
っ
た
基
本
的
な

考
え
方
に
立
ち
、
国
の
出
先
機
関

の
事
務
・
権
限
整
理
し
た
上
で
、

組
織
の
あ
り
方
を
見
直
す
。
特
に

注
目
さ
れ
る
の
は
、
国
交
省
や
農

水
省
な
ど
の
出
先
機
関
の
統
廃
合

に
よ
る
「
地
方
工
務
局
」
「
地
方

振
興
局
」
へ
の
再
編
。
地
元
自
治

体
と
の
協
議
機
関
も
設
置
し
て
ガ

バ
ナ
ン
ス
の
確
保
を
図
る
。

◇
第
３
次
勧
告
に
向
け
た
中
間
報

告
第
２
次
勧
告
の
「
義
務
付
け
・

枠
付
け
の
見
直
し
」
で
、
メ
ル
ク

マ
ー
ル
に
該
当
し
な
い
条
項
の
う

ち
、
特
に
問
題
が
あ
る
も
の
と
し

て
指
摘
さ
れ
て
い
た
施
設
・
公
物

設
置
管
理
の
基
準
等
に
つ
い
て
、

条
例
へ
の
委
任
な
ど
具
体
的
に
構

ず
る
べ
き
措
置
を
示
し
て
い
る
。

秋
に
予
定
し
て
い
る
第
３
次
勧

告
で
は
、
こ
の
方
針
に
沿
っ
て
個

別
の
法
律
ご
と
に
見
直
す
旨
の
勧

告
が
な
さ
れ
る
予
定
で
あ
る
。
勧

告
の
内
容
に
つ
い
て
は
、
関
係
各

省
の
反
発
が
予
想
さ
れ
、
今
後
の

分
権
推
進
計
画
や
分
権
一
括
法
と

い
う
段
階
で
ど
の
程
度
の
協
力
が

得
ら
れ
る
の
か
、
不
透
明
な
状
況

に
あ
る
。
こ
れ
を
勧
告
ど
お
り
に

実
現
し
、
地
方
分
権
を
推
進
し
て

い
く
た
め
に
は
、
自
治
体
側
の
強

い
声
が
必
要
と
な
る
。

２２
��
第第
２２９９
次次
地地
制制
調調
答答
申申

平
成
１９
年
７
月
に
発
足
し
た
第

２９
次
地
方
制
度
調
査
会
は
、
２１
年

６
月
１６
日
に
「
今
後
の
基
礎
自
治

体
及
び
監
査
・
議
会
制
度
の
あ
り

方
に
関
す
る
答
申
」
を
取
り
ま
と

め
、
内
閣
総
理
大
臣
に
提
出
し
て

い
る
。

答
申
さ
れ
た
事
項
は
、
政
府
部

内
で
の
検
討
を
経
て
、
可
能
な
も

の
に
つ
い
て
は
、
２２
年
１
月
に
召

集
さ
れ
る
予
定
の
通
常
国
会
へ
、

地
方
自
治
法
改
正
案
と
し
て
提
出

す
る
予
定
と
な
っ
て
い
る
。
３
項

目
か
ら
な
る
答
申
の
概
要
は
次
の

と
お
り
。

◇
市
町
村
合
併
を
含
め
た
基
礎
自

治
体
の
あ
り
方

市
町
村
数
は
３
２
３
２
（
平
成

１１
年
３
月
３１
日
現
在
）
か
ら
１
７

６
０
（
２２
年
３
月
２３
日
見
込
み
）

と
な
り
、
市
町
村
合
併
は
相
当
程

度
進
捗
し
て
い
る
。
そ
の
結
果
▽

地
方
分
権
の
受
け
皿
と
し
て
の
行

政
体
制
整
備
▽
人
口
減
少
・
少
子

高
齢
社
会
へ
の
備
え
▽
広
域
的
な

行
政
需
要
へ
の
対
応
―
―
と
い
っ

た
成
果
が
現
れ
て
い
る
。

１１
年
以
来
の
全
国
的
な
合
併
推

進
運
動
に
つ
い
て
は
、
現
行
合
併

特
例
法
の
期
限
で
あ
る
２２
年
３
月

末
ま
で
で
一
区
切
り
と
し
、
２２
年

４
月
以
降
は
、
自
主
的
に
合
併
を

選
択
す
る
市
町
村
に
対
し
て
必
要

な
支
援
措
置
を
講
ず
る
こ
と
が
適

当
で
あ
る
。

こ
の
ほ
か
、
共
同
処
理
方
式
に

よ
る
周
辺
市
町
村
間
で
の
広
域
連

携
や
、
都
道
府
県
に
よ
る
補
完
な

ど
の
多
様
な
選
択
肢
を
用
意
し
た

上
で
、
そ
れ
ぞ
れ
の
市
町
村
が
最

も
適
し
た
仕
組
み
を
選
択
す
る
こ

と
が
適
当
で
あ
る
。

◇
監
査
機
能
の
充
実
・
強
化

監
査
委
員
の
選
任
方
法
を
議
会

選
挙
に
改
め
、
議
選
委
員
を
廃
止

す
る
こ
と
に
つ
い
て
は
、
引
き
続

き
検
討
す
る
。ま
た
、監
査
委
員
事

務
局
の
共
同
設
置
を
可
能
と
す
る

制
度
改
正
に
よ
り
監
査
能
力
の
向

上
と
実
施
体
制
の
強
化
を
図
る
。

◇
議
会
制
度
の
あ
り
方

議
会
の
団
体
意
思
決
定
機
能
や

監
視
機
能
の
向
上
策
と
し
て
、
契

約
の
締
結
、
財
産
の
取
得
・
処
分

の
議
決
対
象
や
、
議
会
へ
の
経
営

状
況
報
告
の
対
象
と
な
る
第
三
セ

ク
タ
ー
等
の
法
人
の
範
囲
を
拡
大

す
る
。
ま
た
、
議
会
制
度
の
自
由

度
の
拡
大
と
し
て
、
議
会
の
議
員

定
数
に
つ
い
て
は
法
定
上
限
を
撤

廃
す
る
と
と
も
に
、
現
在
の
会
期

制
を
前
提
と
し
な
い
方
式
を
可
能

に
し
て
、
通
年
議
会
な
ど
と
い
っ

た
弾
力
的
な
議
会
の
開
催
の
あ
り

方
を
促
進
す
る
。

な
お
、
議
会
の
招
集
権
を
議
長

に
付
与
す
る
こ
と
や
、
議
員
の
位

置
づ
け
、
議
員
の
職
責
・
職
務
の

法
制
化
に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き

検
討
す
る
。

（
要
約
・
地
方
行
政
委
員
会
担
当
）

３
面
に
は
、
地
方
財
政
委
員
会

の
講
演
要
旨
を
掲
載
し
ま
す
。

本会

各各
委委
員員
会会
でで
のの
講講
演演
要要
旨旨
�３�

地
方
行
政
委
員
会

前
号
に
引
き
続
き
、
７
月
下
旬
以
降
に
開
か
れ
た
本
会
各
委
員
会

で
の
講
演
要
旨
を
掲
載
し
ま
す
。

地
方
行
政
を
め
ぐ
る
最
近
の
動
向

総
務
省
自
治
行
政
局

行
政
課
長

安

田

充

氏

第１７３５号 平成２１年９月５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報



１１
��
地地
方方
財財
政政
のの
状状
況況

景
気
の
低
迷
に
伴
い
、
平
成
２１

年
度
の
地
方
の
財
源
不
足
額
は
１０

・
５
兆
円
に
達
す
る
と
見
込
ま
れ

る
が
、
２０
年
度
の
税
収
入
状
況
を

踏
ま
え
る
と
、
実
際
に
は
そ
れ
以

上
に
悪
化
す
る
見
通
し
で
あ
る
。

一
方
、
地
方
歳
出
は
１１
年
度
の

１
０
１
兆
円
を
ピ
ー
ク
と
し
て
１９

年
度
に
は
９０
兆
円
レ
ベ
ル
ま
で
減

少
し
た
。
公
債
費
を
除
い
て
も
７

年
度
の
９０
・
３
兆
円
か
ら
１９
年
度

に
は
７６
・
１
兆
円
と
、
１４
兆
円
程

度
の
歳
出
が
抑
制
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
よ
う
に
地
方
が
歳
出
削
減

努
力
を
続
け
る
中
で
、
２０
年
秋
か

ら
の
経
済
動
向
の
変
動
は
、
こ
の

１
年
間
の
地
方
財
政
運
営
に
大
き

な
影
響
を
及
ぼ
し
、
政
府
は
累
次

の
緊
急
経
済
対
策
を
講
じ
た
。

２２
��
緊緊
急急
経経
済済
対対
策策
にに
おお
けけ
るる
地地

方方
へへ
のの
配配
慮慮

２０
年
８
月
に
決
定
さ
れ
た
「
安

心
実
現
の
た
め
の
緊
急
総
合
対

策
」
で
は
、
「
暫
定
税
率
失
効
期

間
中
の
地
方
団
体
の
減
収
の
補
て

ん
（
６
５
６
・
２
億
円
）
」
「
地

域
活
性
化
・
緊
急
安
心
実
現
総
合

対
策
交
付
金
（
２
６
０
億
円
）
」

が
交
付
さ
れ
た
。

そ
の
後
の
経
済
の
急
速
な
悪
化

に
伴
い
１０
月
に
決
定
さ
れ
た
「
生

活
対
策
」
で
は
�
道
路
特
定
財
源

の
一
般
財
源
化
に
際
し
、
１
兆
円

を
地
方
の
実
情
に
応
じ
て
使
用
す

る
新
た
な
仕
組
み
を
作
る
�
地
方

自
治
体
（
一
般
会
計
）
に
長
期
・

低
利
の
資
金
を
融
通
で
き
る
地
方

公
共
団
体
金
融
機
構
を
創
設
�

「
地
域
活
性
化
・
生
活
対
策
臨
時

交
付
金
（
６
０
０
０
億
円
）
」
を

交
付
�
地
方
税
や
地
方
交
付
税
の

原
資
と
な
る
国
税
５
税
の
減
収
等

に
つ
い
て
地
方
公
共
団
体
へ
財
政

措
置
を
講
じ
る
―
―
と
さ
れ
た
。

ま
た
、
１２
月
に
決
定
さ
れ
た

「
生
活
防
衛
の
た
め
の
緊
急
対

策
」
で
は
「
雇
用
創
出
等
の
た
め

の
地
方
交
付
税
増
額
（
２１
年
度
予

算＝

１
・
０
兆
円
）
」
等
が
講
じ

ら
れ
た
。
そ
れ
に
伴
い
２１
年
度
地

方
財
政
対
策
で
は
、
地
方
の
財
源

不
足
額
を
既
定
の
加
算
に
よ
り
確

保
し
た
上
で
、
更
に
地
方
交
付
税

が
１
兆
円
追
加
計
上
さ
れ
、
２１
年

度
地
方
財
政
計
画
に
お
け
る
地
方

交
付
税
は
１５
・
８
兆
円
と
、
９
年

ぶ
り
４
０
０
０
億
円
以
上
の
増
額

と
な
っ
た
。
臨
時
財
政
対
策
債
を

加
え
た
実
質
的
な
地
方
交
付
税
は

２１
兆
円
と
な
り
、
１６
年
度
の
水
準

ま
で
復
元
し
た
結
果
、
地
方
一
般

歳
出
は
０
・
８
％
増
と
１０
年
ぶ
り

の
大
幅
な
増
加
と
な
っ
た
。

２１
年
４
月
の
「
経
済
危
機
対

策
」
で
は
、
「
地
域
活
性
化
・
公

共
投
資
臨
時
交
付
金
（
１
・
４
兆

円
）
」
、
「
地
域
活
性
化
・
経
済

危
機
対
策
臨
時
交
付
金
（
１
兆

円
）
」
の
交
付
が
決
定
さ
れ
た
。

３
�
平
成
２２
年
度
概
算
要
求
基
準

６
月
に
閣
議
決
定
さ
れ
た
「
基

本
方
針
２
０
０
９
」で
は
、地
方
財

政
に
つ
い
て
「
地
方
団
体
の
安
定

的
な
財
政
運
営
に
必
要
と
な
る
地

方
税
、
地
方
交
付
税
等
の
一
般
財

源
の
総
額
を
確
保
す
る
」と
明

記
。こ
の
方
針
に
基
づ
き
概
算
要

求
基
準
は
、
財
政
健
全
化
と
の
両

立
を
図
り
つ
つ
も
景
気
に
相
当
程

度
配
慮
し
た
内
容
と
な
っ
て
い
る
。

４
�
分
権
改
革
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

地
方
分
権
改
革
推
進
委
員
会

は
、
第
３
次
勧
告
に
向
け
て
、
税

財
政
に
関
す
る
論
点
整
理
を
行
っ

て
お
り
、
今
後
の
動
向
を
注
視
し

て
い
た
だ
き
た
い
。

１１
��
地地
方方
消消
費費
税税
のの
充充
実実

平
成
２０
年
度
と
２１
年
度
の
地
方

税
収
は
、
対
前
年
度
比
で
減
収
と

な
る
見
込
み
。
特
に
２１
年
度
の
法

人
二
税
（
法
人
事
業
税
、
法
人
住

民
税
）
は
、
地
方
法
人
特
別
譲
与

税
を
加
え
て
も
対
前
年
度
比
３
割

超
の
減
と
戦
後
最
大
の
減
少
と
な

る
見
込
み
で
あ
る
。
法
人
二
税

は
、
景
気
に
よ
っ
て
毎
年
度
の
税

収
が
大
き
く
変
動
す
る
ほ
か
、
地

域
間
の
偏
在
も
大
き
い
。

一
方
、
地
方
消
費
税
は
景
気
変

動
の
影
響
を
受
け
に
く
く
、
地
域

間
の
偏
在
が
最
も
小
さ
い
た
め
、

継
続
的
な
住
民
サ
ー
ビ
ス
を
提
供

し
て
い
る
地
方
の
税
源
と
し
て
ふ

さ
わ
し
い
と
考
え
ら
れ
る
。

２０
年
１２
月
に
閣
議
決
定
さ
れ
た

「
持
続
可
能
な
社
会
保
障
構
築
と

そ
の
安
定
財
源
確
保
に
む
け
た

『
中
期
プ
ロ
グ
ラ
ム
』」で
は
、地

方
税
制
に
つ
い
て
「
地
方
分
権
の

推
進
と
、国
・
地
方
を
通
じ
た
社
会

保
障
制
度
の
安
定
財
源
確
保
の
観

点
か
ら
、
地
方
消
費
税
の
充
実
を

検
討
す
る
と
と
も
に
、
地
方
法
人

課
税
の
在
り
方
を
見
直
す
こ
と
に

よ
り
、
税
源
の
偏
在
性
が
小
さ

く
、
税
収
が
安
定
的
な
地
方
税
体

系
の
構
築
を
進
め
る
」と
さ
れ
た
。

一
方
、
消
費
課
税
に
つ
い
て

は
、
「
消
費
税
の
全
額
が
い
わ
ゆ

る
確
立
・
制
度
化
さ
れ
た
年
金
、

医
療
及
び
介
護
の
社
会
保
障
給
付

と
少
子
化
対
策
に
充
て
ら
れ
る
こ

と
を
予
算
・
決
算
に
お
い
て
明
確

に
し
た
上
で
、
消
費
税
の
税
率
を

検
討
す
る
」
と
さ
れ
、
そ
の
際
の

地
方
消
費
税
の
取
り
扱
い
に
つ
い

て
議
論
が
必
要
な
状
況
に
あ
る
。

２７
年
度
の
年
金
、
医
療
、
介
護

・
福
祉
等
に
対
す
る
負
担
額
は
、

国
の
３０
兆
円
に
対
し
地
方
は
総
額

２１
兆
円
に
上
る
と
見
込
ま
れ
る
。

地
方
自
治
体
が
き
め
細
か
な
住
民

サ
ー
ビ
ス
を
幅
広
く
提
供
し
て
い

く
に
は
、
地
方
消
費
税
の
充
実
に

よ
り
、
社
会
保
障
を
支
え
る
一
般

財
源
の
安
定
的
な
確
保
が
必
要
。

２
�
道
路
特
定
財
源
一
般
財
源
化

一
般
財
源
化
に
伴
い
、
地
方
揮

発
油
譲
与
税
、
石
油
ガ
ス
譲
与

税
、
自
動
車
重
量
譲
与
税
の
使
途

制
限
が
廃
止
さ
れ
、
７
割
が
市
町

村
に
交
付
さ
れ
る
自
動
車
取
得
税

は
、
こ
れ
ま
で
の
配
分
基
準
が
維

持
さ
れ
る
。
ま
た
、
軽
油
引
取
税

に
つ
い
て
は
、
工
業
用
の
原
材
料

と
な
る
軽
油
は
免
税
が
継
続
さ

れ
、
船
舶
・
農
林
業
用
機
械
・
鉄
道

等
の
動
力
源
と
し
て
の
軽
油
は
２３

年
度
ま
で
免
税
が
存
続
さ
れ
る
。

２１
年
度
の
地
方
財
政
計
画
ベ
ー

ス
で
は
、
道
路
財
源
で
あ
っ
た
１

・
８
兆
円
の
う
ち
暫
定
税
率
分
が

８
０
０
０
億
円
を
占
め
る
が
、
仮

に
暫
定
税
率
が
廃
止
さ
れ
る
場
合

に
は
、
減
収
分
の
地
方
へ
の
補
て

ん
が
今
後
の
議
論
と
な
る
。

２１
年
度
税
制
改
正
で
は
、
環
境

性
能
に
優
れ
た
自
動
車
に
対
し
自

動
車
取
得
税
、
重
量
税
が
軽
減
さ

れ
、
販
売
台
数
の
増
加
に
よ
る
経

済
活
性
化
が
期
待
さ
れ
る
。

３
�
地
方
税
の
電
子
化

課
税
の
効
率
化
を
図
る
た
め
、

個
人
住
民
税
に
係
る
給
与
支
払
報

告
書
等
の
電
子
化
を
進
め
て
い

る
。
行
政
改
革
に
資
す
る
な
ど
様

々
な
効
果
が
見
込
ま
れ
る
。

（
要
約
・
地
方
財
政
委
員
会
担
当
）

本会

各各
委委
員員
会会
でで
のの
講講
演演
要要
旨旨
�４�

地
方
財
政
委
員
会

地
方
財
政
を
め
ぐ
る
最
近
の
動
向

総
務
省
自
治
財
政
局

財
政
課
長

平

嶋

彰

英

氏

地
方
税
制
を
め
ぐ
る
最
近
の
動
向

総
務
省
自
治
税
務
局

企
画
課
長

青

木

信

之

氏
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全
国
市
議
会
議
長
会
の
平
成
２１

年
度
豪
州
・
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド

都
市
行
政
調
査
団
、
米
国
・
カ
ナ

ダ
都
市
行
政
調
査
団
、
第
３１
次
中

国
友
好
訪
問
団
の
一
行
は
、
１０
月

初
旬
か
ら
中
旬
に
か
け
て
順
次
、

目
的
地
へ
向
け
出
発
す
る
。

調
査
団
・
訪
問
団
は
各
国
の
市

議
会
、
関
係
機
関
や
施
設
な
ど
を

公
式
訪
問
し
、
地
方
自
治
体
レ
ベ

ル
で
の
国
際
交
流
を
図
る
。

ま
た
、
調
査
団
は
地
方
自
治
制

度
や
市
議
会
の
実
情
等
を
調
査
す

る
。
今
回
は
、「
自
然
環
境
保
護
」

「
高
齢
者
福
祉
対
策
」
「
文
化
遺

産
保
護
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
」
な

ど
の
テ
ー
マ
に
基
づ
き
、
各
都
市

の
特
色
あ
る
施
策
に
つ
い
て
調
査

を
行
う
予
定
。

日
程
と
主
な
訪
問
先
（
予
定
）

等
は
次
の
と
お
り
。

【
豪
州
・
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
都

市
行
政
調
査
団
】

▽
調
査
期
間
�
平
成
２１
年
１０
月
７

日
（
水
）
〜
１０
月
１５
日
（
木
）

▽
参
加
人
数
�
１７
市
２５
人

（
団
長
�
舘
山
善
一
・
青
森
市

議
会
副
議
長
）

▽
主
な
訪
問
先
�
オ
ー
ス
ト
ラ
リ

ア
（
サ
ザ
ラ
ン
ド
市
議
会
、
バ

ラ
ラ
ッ
ト
市
議
会
）
・
ニ
ュ
ー

ジ
ー
ラ
ン
ド
（
ポ
リ
ル
ア
市
議

会
）

【
米
国
・
カ
ナ
ダ
都
市
行
政
調
査

団
】

▽
調
査
期
間
�
平
成
２１
年
１０
月
１４

日
（
水
）
〜
１０
月
２２
日
（
木
）

▽
参
加
人
数
�
６
市
１２
人

（
団
長
�
長
縄
博
光
・
各
務
原

市
議
会
議
員
）

▽
主
な
訪
問
先
�
ア
メ
リ
カ
（
ホ

ワ
イ
ト
プ
レ
ー
ン
ズ
市
議
会
、

シ
カ
ゴ
市
議
会
）
・
カ
ナ
ダ

（
ハ
ミ
ル
ト
ン
市
議
会
）

【
中
国
友
好
訪
問
団
】

▽
調
査
期
間
�
平
成
２１
年
１０
月
１５

日
（
木
）
〜
１０
月
２２
日
（
木
）

▽
参
加
人
数
�
４
市
６
人

（
団
長
�
田
名
部
和
義
・
八
戸

市
議
会
議
員
）

▽
主
な
訪
問
先
�
中
国
（
全
国
人

民
代
表
大
会
常
務
委
員
会
、
北

京
市
人
民
代
表
大
会
常
務
委
員

会
、
ア
モ
イ
市
人
民
代
表
大
会

常
務
委
員
会
、
上
海
市
人
民
代

表
大
会
常
務
委
員
会
）

市
町
村
ア
カ
デ
ミ
ー
（
正
式
名

称＝

市
町
村
職
員
中
央
研
修
所
）

で
は
、
平
成
２１
年
度
か
ら
全
国
の

市
町
村
の
監
査
委
員
を
対
象
と
し

た
特
別
講
座
を
開
催
し
ま
す
。
同

講
座
で
は
監
査
委
員
制
度
の
役

割
、
地
方
公
共
団
体
財
政
健
全
化

法
等
の
重
要
課
題
を
学
び
ま
す
。

今
回
は
、
１０
月
２７
・
２８
日
の
２

日
間
、
千
葉
市
の
市
町
村
職
員
中

央
研
修
所
で
、
そ
れ
ぞ
れ
の
分
野

で
活
躍
さ
れ
て
い
る
講
師
が
講
義

を
行
い
ま
す
。

日
程
の
主
な
内
容
は
、
次
の
と

お
り
と
な
っ
て
い
ま
す
。

１０
月
２７
日
（
火
）

１３
時
３０
分
〜
１４
時
３０
分

「
監
査
機
能
の
充
実
・
強
化
」

総
務
省
自
治
行
政
局
行
政
課
長

安

田

充

氏

１４
時
４５
分
〜
１６
時
４５
分

「
監
査
委
員
制
度
の
役
割
」

日
本
大
学
商
学
部
教
授

小

関

勇

氏

１８
時
〜

交
流
会
（
所
内
宿
泊
）

１０
月
２８
日
（
水
）

９
時
３０
分
〜
１２
時
３０
分

「
地
方
公
共
団
体
財
政
健
全
化
法

と
財
政
改
革
」

明
治
大
学
公
共
政
策
大
学
院

ガ
バ
ナ
ン
ス
研
究
科
教
授

兼

村

高

文

氏

１３
時
３０
分
〜
１４
時
３０
分

「
監
査
委
員
に
期
待
す
る
こ
と
」

読
売
新
聞
東
京
本
社
編
集
委
員

青

山

彰

久

氏

【
申
込
期
限
】
９
月
２８
日
（
月
）

定
員
に
達
し
た
場
合
は
選
考
等

【
参
加
費
】
８
９
０
０
円

（
宿
泊
費
、
食
費
を
含
む
）

【
申
込
方
法
】
参
加
申
込
書
を
Ｆ

Ａ
Ｘ
か
郵
送
で
送
付

【
問
合
せ
】
大
下
・
古
山
（
担
当
）

�
０
４
３
‐
２
７
６
‐
３
１
２
６

詳
細
は
市
町
村
ア
カ
デ
ミ
ー
ホ

ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

財団法人東京市政調査会は「ものづくりとまちづくり」と題し
て、第２４回「都市問題」公開講座を下記の日程で開催します。
地域経済の衰退がいわれて久しく、それに加えて昨年来の世界

的経済不況。その原因の一つは、創意工夫を重ねて「ものをつく
る」ことこそ経済の原点である、ということが軽視された結果で
はないでしょうか。
とはいえ、地域社会には数々の伝統工芸の技が引き継がれてお

り、それらに現代アートや技術を加味した製品もつくられていま
す。地域に根ざし地域を見詰めた匠の技、適正技術による生産が、
今ほど地域経済に問われている時代があるでしょうか。
公開講座では、「ものづくりの復権とそれを軸としたまちづく

り＝まちの活性化」について考えていきます。

◇基調講演
位高 光司氏 （日新電機株式会社 取締役会長）
◇パネルディスカッション
青木 豊彦氏 （株式会社アオキ 代表取締役社長）
中沢 孝夫氏 （福井県立大学特任教授）
福井 正憲氏 （株式会社福寿園 代表取締役社長）
牧野 百男氏 （福井県鯖江市長）
新藤 宗幸氏 （千葉大学教授）＜司会＞

記
◆日 時：平成２１年１０月３日（土）１３：３０～１６：３０
◆場 所：京都府民総合交流プラザ「京都テルサ」
◆参 加 費：無料
◆参加申込：東京市政調査会ホームページから

（http : //www.timr.or.jp）
◆申込期限：平成２１年９月２５日（金）※満席となり次第受付終了
◆問 合 せ：東京市政調査会研究室 ＴＥＬ：０３－３５９１－１２６１

▼
議
長

▽
尾
鷲

三
鬼
和
昭（
６
・
１９
）

▽
結
城

孝
井
恒
一（
６
・
２２
）

▽
市
原

宮
原
秀
行（
６
・
２２
）

▽
足
利

中
山
富
夫（
６
・
２３
）

▼
副
議
長

▽
尾
鷲

中
垣
克
朗（
６
・
１９
）

▽
結
城

鈴
木
孝
一（
６
・
２２
）

▽
市
原

二
田
口

雄（
６
・
２２
）

▽
立
川

佐
藤
寿
宏（
６
・
２３
）

▽
足
利

藤
生
智
弘（
６
・
２３
）

▼
事
務
局
長

▽
稲
城

小
林
高
明（
４
・
１
）

議議
会会
人人
事事

監
査
委
員
特
別
講
座
を
開
催

市
町
村
ア
カ
デ
ミ
ー
が
参
加
者
募
集
中

（財）東京市政調査会

第２４回『都市問題』公開講座

ものづくりとまちづくり
１０月３日 京都市で開催

豪豪州州ニニュューージジーー
ラランンドド 調調査査団団

米米国国・・カカナナダダ調調査査団団
中中国国訪訪問問団団がが出出発発へへ
各国の市議会な

ど訪問―本会

第１７３５号 平成２１年９月５日 （４）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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